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２０１０年１０月  
 
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
―― 埼埼 玉玉 県県 経経 済済 動動 向向 調調 査査 ――   

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済                      

７月の鉱工業生産指数は、９３．５（季節調整済値、２００５年＝１００）で、前月比＋０．２％と２か月ぶりに上昇した。

同出荷指数も９０．５で前月比▲０．３％と２か月連続で低下した。同在庫指数は、６８．３で前月比▲１．０％と３か月

連続で低下した。鉱工業生産指数は前月比でわずかな上昇にとどまっており、持ち直しの動きが鈍化している。

生産
持ち直しの動きが鈍化している

雇用
厳しい状況が続いている

８月の有効求人倍率（季節調整値）は０．４３倍で前月比＋０．０２ポイントと３か月連続で上昇となった。

有効求人倍率は依然低水準で推移しており、雇用失業情勢は厳しい状況が続いている。

物価
おおむね横ばい

８月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮食品を含む総合で９９．１となり、前月比＋０．４％と２か月ぶりに上

昇した。前年同月比は▲０．９％と１７か月連続で前年を下回った。消費者物価はおおむね横ばいで推移している。

消費

弱い動き

８月の家計消費支出は３０２，７６９円で、前年同月比▲０．６％と前年を下回った。

８月の大型小売店販売額は、店舗調整前（全店）は前年同月比＋２．３％と３か月連続で前年を上回った。店舗調

整済（既存店）販売額は前年同月比▲１．３％と２５か月連続で前年を下回った。９月の新車登録・届出台数は、前年

同月比で▲０．４％と１４か月ぶりに前年を下回った。消費は、弱い動きとなっている。

住宅 ８月の新設住宅着工戸数は、５，３３１戸となり、前年同月比＋７．０％と３か月連続で前年実績を上回った。新設住

宅着工戸数は全体で前年同月を上回り、持ち直しの動きがみられる。

倒産
依然高い水準で推移

９月の企業倒産件数は４５件で前月と同値となった。前年同月比は▲２２．４％と４か月連続で前年同月を下回った。

負債総額は６７億６千７百万円となり、前年同月比▲４３．３％と９か月連続で前年同月を下回った。９月の倒産件数は、

前年同月を下回ったものの、依然高い水準で推移している。

景況
判断

３期連続で改善

埼玉県四半期経営動向調査（２２年７～９月期調査）にて企業経営者の景況判断をみると、景況感DIは▲７６．７と

前期（２２年４～６月期調査）比０．８ポイント上昇し、３期連続で改善した。

設備
投資

２２年度上期は減少見込み、通期も減少見通し

埼玉県四半期経営動向調査（２２年７～９月期調査）によると設備投資実施率は１９．３％で２期連続で改善した。

財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）（２２年７～９月期調査）によると、２２年度上期の設備投資計画額は、

製造業は▲２２．６％の減少、非製造業は▲６．２％の減少見込みで、全規模・全産業で前年同期比▲１３．０％の

減少見込み。通期は、前年比▲１３．４％の減少見通しとなっている。

持ち直しの動きがみられる

 

＜２０１０年７月～２０１０年９月の指標を中心に＞  

一部に持ち直しの動きがみられるものの、  

依然、厳しい状況にある県経済 
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」     ＜２０１０年１０月１９日＞

 

（我が国経済の基調判断）  

景気は、このところ足踏み状態となっている。  

  また、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にある。  

 

・ 輸出は、このところ弱含んでいる。生産は、弱含んでいる。  

・企業収益は、改善している。設備投資は、持ち直している。  

 ・企業の業況判断は、改善している。ただし、先行きについては慎重な見方が

広がっている。  

 ・雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられ

る。  

・個人消費は、持ち直している。  

・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。  

  

 先行きについては、当面は弱めの動きも見込まれるものの、海外経済の改善や

各種の政策効果などを背景に、景気が持ち直していくことが期待される。一方、

海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動などにより、景気がさらに下押

しされるリスクが存在する。また、デフレの影響や、雇用情勢の悪化懸念が依然

残っていることにも注意が必要である。  

（政策の基本的態度）  

政府は、「新成長戦略」に基づき、日本経済を本格的な回復軌道に乗せるとと

もにデフレを終結させるよう政策運営を行う。  

 政府は、デフレからの脱却を喫緊の課題と位置付け、日本銀行と一体となって、

強力かつ総合的な政策努力を行う。日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密

な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策の運営によって経済を

下支えするよう期待する。日本銀行は、金融緩和を一段と強力に推進するため「包

括的な金融緩和政策」を１０月５日に決定した。  

 政府は、現下の厳しい経済情勢や先行き悪化懸念を踏まえ、補正予算編成を含

む「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を１０月８日に決定した。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  

   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●持ち直しの動きが鈍化している  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

生 産 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 生産指数
（対前年同月比・原指数）
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●７月の鉱工業生産指数は、９３．５（季節調整済値、２００５年＝１００）で、

前月比＋０．２％と２か月ぶりに上昇した。前年同月比は＋１９．５％と７か

月連続で前年を上回った。  

●前月比を業種別でみると、化学工業、輸送機械工業など２２業種中９業種が上

昇し、情報通信機械工業、一般機械工業など１３業種が低下した。  

  

 鉱工業生産指数は、前年同月比では７か月連続前年を上回っている。前月比で

はわずかな上昇にとどまっており、持ち直しの動きが鈍化している。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (21)と鉱業 (1)

の２２業種に分類されています。

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。

①化学工業14.4% ⑤食料品   6.1%

②輸送機械13.6% ⑥電気機械6.1%

③一般機械13.2% ⑦電子部品5.4%

④金属製品  7.5%  その他  33.7%

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数
埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 出荷指数
（対前年同月比・原指数）
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【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械23.3% ⑤金属製品5.8% 

②一般機械11.0% ⑥電子部品5.7% 

③化学工業10.4% ⑦食料品 5.7% 

④情報通信  7.1%  その他  31.0% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

●７月の鉱工業出荷指数は９０．５（季節調整値、２００５年＝１００）で、前

月比▲０．３％と２か月連続で低下した。前年同月比は＋２０．３％と７か月

連続で前年を上回った。  

●前月比を業種別でみると、化学工業、電気機械工業など２２業種中１０業種が

上昇し、情報通信機械工業、一般機械工業など１２業種が低下した。  

【鉱工業指数】  

・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2005年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数 埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 在庫指数
（対前年同月比・原指数）
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●７月の鉱工業在庫指数は、６８．３（季節調整済値、２００５年＝１００）と

なり、前月比▲１．０％と３か月連続で低下した。前年同月比は▲１１．５％

と１７か月連続で前年水準を下回った。  

●前月比を業種別でみると、電子部品・デバイス工業、鉄鋼業など２１業種中１

２業種が上昇し、輸送機械工業、その他製品工業など８業種が低下した。精密

機械工業は横ばい。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①輸送機械18.9% ⑤化学工業7.9% 

②電気機械14.9% ⑥電子部品6.7% 

③一般機械12.8% ⑦窯業土石4.5% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ  8.4%  その他  25.9% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

 【平成16年7月分からの「鉱工業生産指数（２００５年＝１００）」の推移】  
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●８月の新規求人倍率は０．７７

倍で、前月比＋０．０４ポイン

トとなった。  

  

●前年同月比は＋０．１０ポイン

トとなった。  

●８月の完全失業率（南関東）は

５．３％で、前月比＋０．１ポ

イントとなった。  

 

●前年同月比は前年と同値とな

った。  

（２）雇用動向  

●厳しい状況が続いている  
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

埼玉県の有効求人

・求職者数推移
求職者数 求人数
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

新規求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国
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出所： 埼玉労働局「労働市場ニュース」・総務省「労働力調査」

完全失業率
南関東 全国

●８月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は  

０．４３倍と３か月連続で前月比上昇となった。  

●有効求職者数は１２３，７２４人と３か月連続で前年実績を下回った。有効求人

数は５１，３７５人と４か月連続して前年実績を上回った。  

有効求人倍率は３か月連続で前月比上昇となったが、依然低水準で推移してお

り、雇用失業情勢は厳しい状況が続いている。
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●７月の所定外労働時間（製造

業）は１４．４時間。  

 

●前年同月比は＋３４．４％と 

８か月連続で前年実績を上回

った。  

●７月の現金給与総額指数（２０

０５年＝１００）は１２６．５

となり、前年同月比は▲０．６

％と５か月ぶりに前年実績を

下回った。  

●７月の常用雇用指数（２００５

年＝１００）は９９．９となり、

前年同月比▲０．２％と１７か

月連続で前年実績を下回った。

 

-15

-10

-5

0

5

10

％

出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

現金給与総額指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

所定外労働時間
（製造業 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

常用雇用指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国

  

【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者の

ことをさします。  

【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所得

税や社会保険料を支払う前の額です。  

【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  

【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実際

に雇われている雇用の実態を映すものです。  

【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●おおむね横ばい  
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合 対前年同月比）
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●８月の消費者物価指数（さいたま市 ２００５年＝１００）は生鮮食品を含

む総合で９９．１となり、前月比＋０．４％と２か月ぶりに上昇した。前年同

月比は▲０．９％と１７か月連続で前年を下回った。  

●前月比が上昇したのは、「教養娯楽サービス（外国パック旅行）」、「食料（生

鮮食品）」などの上昇が主な要因となっている。なお、「被服・履物（シャツ

・セーター類）」などは下落した。  

●前年同月比が下落したのは、「教育（授業料等）」、｢食料（調理食品）｣など

の下落が主な要因となっている。なお、「光熱・水道（上下水道料）」は上昇

した。  

 消費者物価は、前月比で２か月ぶりの上昇となり、おおむね横ばいで推移して

いる。  

【消費者物価指数】  

・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とサービスの価格の平均的な変動を示すものです。  

・デフレとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいい

ます。  

・デフレはモノが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させ

る要因ともなります。  



9 

（４） 消費  

 ●弱い動き  
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（関東地方 二人以上世帯）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（対前年同月比）

関東地方 全国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整済（既存店）

埼玉県 全 国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整前（全店）

埼玉県 全 国

 

●８月の家計消費支出（関東地方：二人以上世帯）は、３０２，７６９円となり、

前年同月比▲０．６％と前年実績を下回った。  

●８月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、８３５億円となり、前

年同月比＋２．３％と３か月連続で前年を上回った。店舗調整済（既存店）販

売額の前年同月比は▲１．３％と２５か月連続で前年を下回った。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗２０店舗）は、「衣料品」や「飲食料品」が不調だった。こ

れにより、店舗調整前（全店）は前年同期比▲２．６％と３０か月連続で前年を下回

り、店舗調整済（既存店）も同▲２．６％と３０か月連続で前年を下回った。 

スーパー（同２６５店舗）は、店舗調整前（全店）で「家庭用品」、「飲食料品」が前年

同期比プラスとなり全体でも同＋３．８％と３か月連続で前年を上回った。店舗調整

済（既存店）は同▲０．９％と２１か月連続で前年を下回った。 
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（対前年同月比 乗用＋軽）
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会

埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（埼玉県 乗用＋軽）

 

 

●９月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、２０，９５８台

となり、前年同月比▲０．４％と１４か月ぶりに前年実績を下回った。  

家計消費支出は前年実績を下回った。大型小売店販売額は店舗調整済（既存

店）販売額が前年同月比２５か月連続で前年を下回った。新車登録・届出台数

は１４か月ぶりに前年同月を下回った。消費は弱い動きとなっている。  

【家計消費支出】  

・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  

・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●持ち直しの動きがみられる  
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

県内新設住宅種別着工戸数
（対前年同月比）

持家 貸家 分譲

 

● ８月の新設住宅着工戸数は５，３３１戸となり、前年同月比＋７．０％と３か

月連続で前年実績を上回った。持家は前年同月比で＋５．５％、貸家は前年同

月比＋２２．２％、分譲は前年同月比▲６．７％となっている。  

 

新設住宅着工戸数は全体で前年同月を上回り、持ち直しの動きがみられる。  

●着工戸数を種別でみると、持家（前

年同月比＋５．５％）が２か月ぶ

りに上昇、貸家（同＋２２．２％）

は２か月連続で上昇、分譲（同▲

６．７％）が３か月ぶりに低下と

なった。  

【新設住宅着工戸数】  

・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるに

は色々な材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければ

なりません。さらには入居する人は電気製品などを新たに買換えることが多く、様々

な経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などの景気対策により、マ

ンション、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表してい

るかを知る上でも、住宅着工は役立ちます。  
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（６） 企業動向  

 ①倒産  
●依然高い水準で推移  
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上 対前年同月比）
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上）

埼玉県 全 国

 
 

 

 

 

 

 

 

●９月の企業倒産件数は４５件で前月と同値となった。前年同月比は▲２２．

４％と４か月連続で前年同月を下回った。  

●同負債総額は、６７億６千７百万円となり、前年同月比▲４３．３％と９か月

連続で前年同月を下回った。  

 

負債総額１０億円以上の大型倒産は１件発生した。  

 

９月の倒産件数は、前年同月を下回ったものの、依然高い水準で推移している。

 

【企業倒産件数】  

・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  

○経営者の景況感と今後の景気見通し  

平成２２年９月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、現在の景況感は３期連続で改善した。  

 

【現在の景況感】  

自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は２．０％、「不況で

ある」が７８．６％で、景況感ＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業割

合)は▲７６．７となった。前期(▲７７．５)に比べると、０．８ポイント上昇

し、３期連続で改善した。 

 

   
 

 

 

【今後の景気見通し】  

今後の景気見通しについて、「悪い方向に向かう」とみる企業は４３．９％

で前期（３４．９％）に比べ９．０ポイント増加し、「どちらともいえない」

とみる企業は５２．７％で前期（６０．７％）に比べ８．０ポイント減少した。  
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○ 平成２２年７～９月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、景況判断ＢＳＩ（現状判断）を規模別にみると、大企業は｢上昇｣超幅が縮小し、中

堅企業は「下降」超幅が拡大、中小企業は「下降」超幅が縮小している。  

 

先行きについては、大企業は｢上昇｣超で推移し、中堅企業は２３年１～３月期に「上

昇」超に転じ、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                        （単位：％ポイント）  

 22年4～6月  

前回調査  

22年7～9月  

現状判断  

22年10～12月  

見通し  

23年1～3月  

見通し  

全規模（全産業）  ▲１４．１ ▲１１．７ ▲６．２  ▲６．２

 大企業  １２．７ １．４ ６．９  ８．３

中堅企業  ▲７．５ ▲１９．１ ▲１６．２  １．５

 中小企業  ▲２８．９ ▲１４．７ ▲８．０  ▲１６．７

 製造業  ▲４．５ ▲２．６ ▲６．９  ▲５．２

 非製造業  ▲１９．９ ▲１７．８ ▲５．７  ▲６．９

                          （回答企業数２９０社）  
 
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
※ 大 企 業   ： 資 本 金 １ ０ 億 円 以 上  

中 堅 企 業 ： 資 本 金 １ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満  
 中 小 企 業 ： 資 本 金 １ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満  
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③設備投資  
 

○ 平成２２年９月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、当期（平成２２年７～９月期）に設備投資を実施した企業は１９．３％

で前期（１７．９％）に比べ１．４ポイント上昇し、２期連続で改善した。  

 業種別にみると製造業は２７．１％で前期（２２．３％）に比べ４．８ポ

イント上昇し、２期連続で改善した。  

  非製造業は１３．７％で、前期（１５．０％）に比べ１．３ポイント低下し

３期ぶりに悪化した。  

  来期（平成２２年１０～１２月期）に設備投資を予定している企業は１４．

１％で、当期に比べ５．２ポイント低下する見通しである。  

 

 
 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設投資実施率の推移  
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○ 平成２２年７～９月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、２２年度上期の設備投資計画額は、全規模・全産業で前年同期比▲１３．０％の

減少見込みとなっている。  

  これを規模別にみると、大企業は減少見込み、中堅企業、中小企業は増加見込みとな

っている。  

また、製造業は前年同期比▲２２．６％の減少見込み、非製造業は同▲６．２％の

減少見込みとなっている。  

２２年度下期は、全規模・全産業で前年同期比▲１３．８％の減少見通しとなって

いる。  

  ２２年度通期は、全規模・全産業で前年比▲１３．４％の減少見通しとなっている。 

 

     設備投資計画                     （前年同期比増減率：％）  

   

22年度通期  
22年度上期  22年度下期  

全規模・全産業  ▲１３．０ ▲１３．８ ▲１３．４

 大企業  ▲１８．２ ▲１３．０ ▲１５．５

中堅企業  ４７．５  ▲３８．４  ▲０．８

 中小企業  ４７．１  ３５．２  ４０．３

 製造業  ▲２２．６  ７．６  ▲９．２

 非製造業  ▲６．２ ▲２３．０ ▲１５．７

                         （回答企業数２９０社）  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局「管内の経済動向」   （平成２２年１０月）  
 

 《 管内経済は、持ち直しの動きがみられるものの、環境の厳し  

   さが増し、今後の先行き悪化に対する懸念も強まっている。 》

  

●今月の判断  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ポイント  

  
  管内経済は、消費や生産の一部に持ち直しの動きがみられる一方、足下では円高が一

層進行し、政策効果の反動減など厳しさが増し、先行き悪化に対する懸念もより一層強

まっている。  

 

 

○鉱工業生産活動 

  エコカー補助金終了前の駆け込み需要に伴う普通乗用車等の生産増により輸送機械工業が

 上昇、また、猛暑効果によりセパレートエアコンの生産増で電気機械工業が上昇となるなど、

 ８月の鉱工業生産指数は２か月連続の上昇となった。 

  しかし、エコカー補助金効果の剥落を初めとして、持続的な円高傾向及び新興国需要の鈍化

 ・欧米市場の需要回復の遅れ等により先行き不安が強まっている。 

 

 

○個人消費 

  大型小売店販売額は、前月同様、既存店前年同月比▲１％台の減少幅となり回復傾向が続い

 ている。コンビニエンスストアについても、全店ベースで３か月連続増加、既存店でも１４か

 月ぶりの増加となった。乗用車新規登録台数も、政策効果が継続し、前年比１３か月連続増加。

 駆け込み需要から同３９．５％と大幅増加となった。 

 管内経済は、持ち直しの動きがみられるものの、環境の厳しさが増し、

今後の先行き悪化に対する懸念も強まっている。  

・ 鉱工業生産活動は、一部先行き不安もあるものの、持ち直しの動きで推

移している。  

・ 個人消費は、持ち直しの動きで推移している。  

・ 雇用情勢は、厳しい状況にあるものの、下げ止まりつつある。  

・ 公共工事は、弱含みで推移している。  

・ 住宅着工は、３か月連続で前年同月を上回った。  
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   一方、景気判断ＤＩ（家計動向関連）は、記録的な猛暑、政策効果剥落や円高、株安への懸

  念等から現状・先行き共に前月比大幅な低下となった。 

 

 

○雇用情勢 

  完全失業率は引き続き高止まりで推移しており、新規求人倍率も一進一退の動きとなるな

 ど、全体としては厳しい状況にあるものの、新規求人数には若干の改善も見られる。 

  製造業以外でも前月に引き続き求人の動きがみられたものの、先月来顕在化した先行き不安

 が強まっており、今後は雇用調整や人員整理といった動きが懸念される。 

 

 

○輸出入 

  管内輸出額は９か月連続で前年同月を上回り、輸入額も同８か月連続で上回っているもの

 の、輸出に関してはアメリカ、ＥＵにおいて増加の大幅鈍化が鮮明となっており、今後の動向

 が注目される。 

 

 

●主要指標の動向（８月） 

 

○鉱工業生産活動は、一部先行き不安もあるものの、持ち直しの動きで推移している。 

  鉱工業生産指数は、前月比+０．９％と２か月連続の上昇となった。また、出荷指数は、同

 +１．２％と２か月連続の上昇、在庫指数は、同＋０．３％と３か月連続の上昇となった。  

  8月鉱工業生産指数： 90.7、前月比+0.9%  出荷指数： 91.6、同+1.2%  在庫指数： 90.2、同+0.3% 

                                 ※平成 17年基準、季節調整済指数  

 ○個人消費は、前月に引き続き▲１％台の減少幅。 

 （１）大型小売店販売額は、２９か月連続で前年同月を下回った。業態別では、百貨店は３０か

       月連続で前年同月を下回り、スーパーは２１か月連続で前年同月を下回った。 

     8月大型小売店販売額： 6,549億円、既存店前年同月比▲ 1.4% 

        百貨店販売額： 2,259億円、      同          ▲ 3.0% 

        スーパー販売額： 4,289億円、   同       ▲ 0.5% 

 

 （２）コンビニエンスストア販売額は、３か月連続で前年同月を上回った。 

     8月コンビニエンスストア販売額： 3,456億円、全店前年同月比+3.1% 

 

 （３）乗用車新規登録台数（軽乗用車を含む）は、普通、小型、軽ともに増加となったことで、

    ３車種合計では前年同月比１３か月連続の増加となった。 

     8月乗用車新規登録台数： 136,512台、前年同月比+39.5% 

      普通乗用車： 48,104台、同+44.2%、小型乗用車： 56,688台、同+49.7%、軽乗用車： 31,720台、同+19.1% 

 

 （４）実質消費支出（家計調査、関東・二人以上の世帯）は、実質前年同月比＋０．４％となり、

    ３か月連続で増加となった。 

     8月消費支出（関東・二人以上の世帯）：1世帯当たり 302,769円、前年同月比（実質）+0.4% 

       ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  
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 （５）景気の現状判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、関東・家計動向調査）は、３か月ぶりの低

   下となり、４１か月連続で横ばいを示す５０を下回った。景気の先行き判断ＤＩ（関東・家

   計動向関連）は、４か月連続の低下となり、３９か月連続で５０を下回った。 

     8月景気の現状判断DI（関東・家計動向関連） ： 42.9、前月差▲ 5.1ﾎﾟｲﾝﾄ  

     8月景気の先行き判断DI（関東・家計動向関連）： 38.9、前月差▲ 5.9ﾎﾟｲﾝﾄ  

       ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  

 

  

 ○雇用情勢は、厳しい状況にあるものの、下げ止まりつつある。 

   有効求人倍率は、前月比＋０．０１ポイントと２か月ぶりの上昇となった。一方新規求人倍

  率は、３か月ぶりに低下となった。   

   事業主都合離職者数は、９か月連続で前年同月を下回った。南関東の完全失業率は、前年同

  月と同水準となった。  

    8月有効求人倍率（季節調整値） ：    0.54倍、前月比 0.01ﾎﾟｲﾝﾄ 

    8月新規求人数（季節調整値）  ： 209,693人、前月比+2.3% 

    8月事業主都合離職者数     ：  25,424人、前年同月比▲ 20.2% 

    8月南関東完全失業率（原数値） ：    5.3%、、前年同月比 0.0ﾎﾟｲﾝﾄ  

      ※南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  

 

○公共工事は、弱含みで推移している。  

   公共工事請負金額は、２か月連続で前年同月を下回った。  

    8月公共工事請負金額： 2,878億円、前年同月比▲ 9.8% 

 

 ○住宅着工は、３か月連続で前年同月を上回った。  

   新設住宅着工戸数は、持家、貸家、分譲、給与住宅全てで前年同月を上回り、全体では３か

  月連続で前年同月を上回った。  

     8月新設住宅着工戸数： 34,295戸、前年同月比+21.3% 

 

○国内企業物価は前月比２か月連続で同水準、消費者物価は若干上昇。  

   国内企業物価指数（全国）は、２か月連続で前月比同水準、前年同月比も２か月連続で同水

  準となった。消費者物価指数（関東・総合指数）は、前月比で＋０．４％、前年同月比では▲

  ０．９％と１８か月連続の下落となった。 

    8月国内企業物価指数〈全国〉    ： 102.8、前月比同水準、前年同月比同水準  

     8月消費者物価指数〈関東・総合指数〉：  99.4、前月比+0.4%、前年同月比▲ 0.9% 

       ※平成 17年基準 ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  
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財務省関東財務局～「埼玉県の経済情勢報告」   平成２２年１０月  
                             
（総括判断）  

雇用情勢等に厳しい状況が残るなか、  
引き続き持ち直しの動きとなっている。  
 

（今回のポイント）  
 個人消費は弱い動きとなっているものの、一部に持ち直しの動きがみられる。 
 住宅建設は前年を上回っている。 

製造業の生産は緩やかに持ち直している。企業収益は増益見通しとなっている。 
雇用情勢は厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる。 
なお、先行きについては、雇用情勢に厳しい状況が残るなか、海外景気の下振れ懸念や

為替、株価の変動など景気の下押しリスクが高まっており、これらの動向に注意する必要
がある。 
 
（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主特徴 

個人消費 

弱い動きとなってい

るものの、一部に持ち

直しの動きがみられ

る。 

大型小売店販売額をみると、前年を下回って推移して

いるものの、持ち直しの動きがみられる。 

コンビニエンスストア販売額は、前年を上回っている。

乗用車の新車登録届出台数は、足もとで前年を下回っ

ている。 

さいたま市の家計消費支出は、前年を下回っている。

住宅建設 前年を上回っている。 

 新設住宅着工戸数をみると、分譲住宅は前年を下回っ

ているものの、持家、貸家は前年を上回っており、全体

としては前年を上回っている。 

設備投資 
22年度は減少見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（22年7～9月期調査）で22年度

の設備投資計画をみると、製造業では前年比▲9.2%の減

少見通し、非製造業では同▲15.7%の減少見通しとなって

おり、全産業では同▲13.4%の減少見通しとなっている。

生産活動 
緩やかに持ち直して

いる。 

 生産指数を業種別にみると、化学、情報通信機械など

で持ち直しの動きがやや鈍化しているものの、一般機械、

電気機械などで持ち直していることから、全体としては

緩やかに持ち直している。なお、在庫指数は低下してお

り、在庫率指数は増加している。 

企業収益 
22年度は増益見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（22年7～9月期調査）で22年度

の経常損益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、

保険業」）をみると、製造業では前年比580.5%の増益見

通し、非製造業では同83.5%の増益見通しとなっており、

全産業では同187.8%の増益見通しとなっている。 

企 業 の 景
況感 

全産業で「下降」超幅

が縮小。 

法人企業景気予測調査（22年7～9月期調査）の景況判

断ＢＳＩでみると、全産業で「下降」超幅が縮小してい

る。 

また、製造業、非製造業ともに「下降」超幅が縮小し

ている。 

雇用情勢 
厳しい状況にあるも

のの、緩やかな持ち直

しの動きがみられる。 

 完全失業率は、前年を上回っている。 

有効求人倍率は、緩やかに上昇している。 

新規求人数は、増加している。 
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財務省関東財務局～「管内経済情勢報告」   平成２２年１０月  

                        

（総括判断）  

雇用情勢等に厳しい状況が残るものの、総じてみれば持ち直している。

 

（今回のポイント）  

 最近の管内経済情勢をみると、個人消費は弱い状態にあるものの、持ち直しの動き

がみられ、住宅建設は緩やかに持ち直している。企業の設備投資は増加見通しと 

なっており、輸出は前年を上回っている。 

 こうした需要動向のもと、製造業の生産は持ち直しているものの、その動きは鈍化

している。 

 企業収益は増益見通しとなっている。 

 企業の景況感は、全産業で「上昇」超に転じている。 

 雇用情勢は厳しい状況にあるものの、一部に持ち直しの動きがみられる。 

 このように管内経済は、雇用情勢等に厳しい状況が残るものの、総じてみれば持ち

直している。 

 

 なお、先行きについては、雇用情勢に厳しい状況が残るなか、海外景気の下振れ懸

念や為替、株価の変動など景気の下押しリスクが高まっており、これらの動向に注視

する必要がある。 
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（２）経済関係日誌 （９／２７～１０／２７）（新聞の記事を要約）  

◎ 政治経済・産業動向等  

 ９／２９（毎日新聞夕刊） 景況感６期連続改善 ９月短観先行きは悪化【日本銀行】  
日銀が29日発表した9月の企業短期経済観測調査（短観）によると企業の景況感を示す業況判断指数（DI)
は大企業･製造業がﾌﾟﾗｽ8と、前回の6月調査（ﾌﾟﾗｽ1）から7ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、6期連続で改善した。新興国向け

輸出の好調に支えられ、08年9月のﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ前の水準（08年6月のﾌﾟﾗｽ5）を回復したが、改善幅は前回の

15ﾎﾟｲﾝﾄから縮小。3ヵ月先の予想も9ﾎﾟｲﾝﾄ下落のﾏｲﾅｽ1と悪化に転じ、円高などを背景に先行き不安が強ま

っていることを示した。  
 
 １０／６（日本経済新聞） 日銀、４年ぶりゼロ金利 デフレ脱却への量的緩和 資産購入5
兆円【日本銀行】  
日銀は5日開いた金融政策決定会合で、政策金利を現在の年0.1%から「0～0.1%」に引き下げ、ｾﾞﾛ金利を容

認する追加金融緩和を決めた。ｾﾞﾛ金利は2006年7月以来で、1%程度の物価上昇が見通せるまでｾﾞﾛ金利を継

続する。国債や社債など5兆円規模の資産の買い取りも決定。今後は金利だけでなく、資産の買い取り量な

どを政策の目安にし、ﾃﾞﾌﾚ脱却に向け市場に潤沢に資金を供給する量的緩和に踏み出す。  
 
 １０／６（日本経済新聞） 景況感６四半期ぶり悪化 経産局長会議【経済産業省】  
経済産業省は5日、地域経済の景況感を話し合う拡大経済産業局長会議を省内で開いた。地域経済全体の基

調判断は「これまで一部持ち直しの動きがあったが、依然厳しい。今後の悪化に対する懸念が高まってい

る」とし、6四半期ぶりに下方修正。全国10地域のうち東北、関東、中国で下方修正したのが響いた。  
 
 １０／７（埼玉新聞） 景気判断を下方修正 日銀月報 １年９月ぶり【日本銀行】  
日銀が6日発表した10月の金融経済月報は、景気の現状について「緩やかに回復しつつあるものの、改善の

動きが弱まっている」とし、判断を引き下げた。景気判断の下方修正は、ﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ後の落ち込みが続いて

いた2009年1月以来、1年9ヵ月ぶり。  
 
 １０／８（日本経済新聞） 景気先行指数、２ヵ月連続悪化 ８月【内閣府】  
内閣府が7日に発表した8月の景気動向指数（2005年=100）は、景気に対し数ヵ月先に動く先行指数が前月

に比べ0.9ﾎﾟｲﾝﾄ低い99.1となった。急激な円高や株安を背景に、ﾏｲﾅｽは2ヵ月連続。2ヵ月以上続けて低下し

たのはﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸの影響が残る09年2月以来となる。  
 
 １０／８（日本経済新聞夕刊） 雇用・地方活性化に重点 ５兆５００億円の経済対策 閣議
決定【政府】  
政府は8日の閣議で、2010年度補正予算案に盛り込む「円高･ﾃﾞﾌﾚ対応のための緊急総合経済対策」を決定

した。対策は5兆500億円規模。地方の公共事業財源などに使える約3,500億円の「地域活性化交付金」の創

設や、ﾚｱｱｰｽ（希土類）の安定確保策などを盛り込んだ。新卒者就職支援策や中小企業の資金繰り対策など

で雇用や景気の下支えも狙う。  
 
 １０／９（日本経済新聞） 街角景気 悪化続く ９月、補助金終了と円高で【内閣府】  
内閣府が8日発表した9月の景気ｳｫｯﾁｬｰ調査（街角景気）によると、景気の現状判断を示す指数は41.2となり、

前月に比べ3.9ﾎﾟｲﾝﾄ低下した。低下は2ヵ月連続。9月7日のｴｺｶｰ補助金終了が個人消費と生産の両方に悪影

響を与え、円高による輸出環境の悪化が追い打ちをかけた。2009年4月から続く景気の回復は「足踏み」の

状態に入りそうだ。  
 
 １０／１３（日本経済新聞） 消費者心理悪化３ヵ月連続９月、景気先行き懸念が影【内閣府】
内閣府が12日発表した9月の消費動向調査によると、消費者心理を示す一般世帯の消費者態度指数は前月よ

り1.2ﾎﾟｲﾝﾄ低い41.2となった。ﾏｲﾅｽは3ヵ月連続で、ﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸが始まった2008年10～12月以来となる。急激

に進んだ円高･株安や世界経済の減速による景気の先行き懸念が消費者心理に影を落としている。  
 
 １０／１６（日本経済新聞） 景気判断 ３地域下げ 日銀１０月報告 先行きへの不安広が
る 政策効果息切れ 下方修正は１年半ぶり【日本銀行】  
日銀は15日、3ヵ月ごとにまとめている「地域経済報告」を公表した。全国9地域のうち、関東甲信越と東

海、中国の3地域で「持ち直しのﾍﾟｰｽが鈍化している」として、景気判断を下方修正した。下方修正の地域

が出るのは、2009年4月以来1年半ぶり。ｴｺｶｰ補助金の終了による自動車生産･販売の反動減や、世界経済の

減速を映した格好だ。  
 
 １０／２０（朝日新聞） 景気判断を下方修正 １年８ヵ月ぶり月例報告「足踏み」【内閣府】
政府は19日に発表した10月の月例経済報告で、急激な円高などで輸出や生産が減速している状況を受け、
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景気の基調判断を9月の「持ち直し」から「足踏み状態となっている」と下方修正した。「自律的回復に向

けた動き」という表現も消え、景気の「踊り場入り」を公式に認定した。  
 
 １０／２６（日本経済新聞） ゼロ金利 長期化へ 物価上昇率１２年度も１％未満 日銀展
望リポート【日本銀行】  
日銀が28日の金融政策決定会合でまとめる「経済･物価情勢の展望（展望ﾘﾎﾟｰﾄ）」で、2012年度の消費者

物価上昇率が1%未満にとどまるとの見通しを示すことがわかった。日銀は1%程度の物価上昇が見通せるま

で、政策金利を「0～0.1%」とする事実上のｾﾞﾛ金利政策を続けると明言している。少なくとも2年程度はｾﾞ

ﾛ金利が続く可能性が高まってきた。  
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◎ 市場動向  
 ９／２８（日本経済新聞）日経平均株価、反発 ９６００円台
東証では日経平均株価が反発。27日の終値は前日比131円47銭高となる9603円14銭となった。朝方は電機
など輸出関連株が買い戻され、上げ幅は一時140円を超えたが、金融株は軟調に推移。  
 
 ９／２９（日本経済新聞）日経平均株価、反落 ９４００円台  
東証では日経平均株価が反落。28日の終値は前日比107円38銭安となる9495円76銭となった。配当権利落
ちに伴う下げに加え、米株安と円相場の高止まりを受け小安く始まった。  
 
 ９／２９（日本経済新聞）長期金利、０．９５５％に低下  
28日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.035%低い0.955%に低
下 (価格は上昇 )した。米長期金利の低下や日経平均株価の下落を受けて買われた。堅調な2年債入札も買い
材料だった。  
 
 ９／３０（日本経済新聞）長期金利、０．９２０％に低下  
30日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.035%低い0.920%に低
下 (価格は上昇 )した。米長期金利の低下や日銀による追加金融緩和観測の強まりなどを受けて買いが優勢
になった。  
 
 １０／１（日本経済新聞）日経平均株価、大幅反落 ９３００円台  
東証では日経平均株価が大幅反落。30日の終値は前日比190円03銭安となる9369円35銭となった。日経平
均株価は大幅反落。朝方は日銀による追加金融緩和への期待感などから株価が底堅い場面もあった。だが、
午後に入り為替が1ﾄﾞﾙ=83円台前半と介入後の高値水準を超えると市場心理が悪化。金融や海運などを中
心に売りが膨らみ、相場全体がじりじりと値を下げる展開となった。  
 
 １０／６（日本経済新聞）日経平均株価、反発 ９５００円台  
東証では日経平均株価が反発。5日の終値は前日比137円70銭高となる9518円76銭となった。日銀の追加の
金融緩和措置を受け、東証1部の売買代金は1兆5,740億円に膨らんだ。政府･日銀の為替介入があった9月15
日以来の高水準。  
 
 １０／６（日本経済新聞）長期金利、０．８９５％に低下  
5日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.040%低い0.895%に低
下 (価格は上昇 )した。日銀が追加の金融緩和に動いたことで、債券買いに安心感が広がった。  
 
 １０／７（日本経済新聞）日経平均株価、続伸 ９６００円台  
東証では日経平均株価が続伸。6日の終値は前日比172円67銭高となる9691円43銭となった。5日に日銀が
ｾﾞﾛ金利を容認する追加金融緩和を決め、当面は継続するとの方針を掲げたことで、ﾃﾞﾌﾚから脱却するき
っかけになるとの期待が高まった。  
 
 １０／７（日本経済新聞）長期金利、０．８４０％に低下  
6日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.055%低い0.840%に低
下 (価格は上昇 )した。日銀の追加金融緩和策の導入で、2年物や5年物の金利低下余地が狭まっており10年
物に買いが集まった。  
 
 １０／１３（日本経済新聞）日経平均株価、続落 ９３００円台  
東証では日経平均株価が続落。12日の終値は前日比200円24銭安となる9388円64銭となった。円高基調に
加え、今週本格化する米企業決算や、中国で大手銀行の預金準備率が引き上げられたと伝った影響を慎重
に見守る姿勢が強まった。  
 
 １０／１５（日本経済新聞）日経平均株価、大幅続伸 ９５００円台  
東証では日経平均株価が大幅続伸。14日の終値は前日比180円00銭高となる9583円51銭となった。前日の
欧米株高やこの日のｱｼﾞｱ市場の堅調な値動きを受けて、買いが優勢だった。  
 
 １０／１５（日本経済新聞）円相場、続伸 １ドル＝８１円台  
円相場は続伸。14日の終値は前日比79銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=81円09銭だった。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが「自国通貨高」
政策を強化する方針を表明したのをきっかけに、ﾄﾞﾙを売り、ｱｼﾞｱ通貨を買う動きが加速。円も上がった。
 
 １０／２１（日本経済新聞）日経平均株価、反落 ９３００円台  
東証では日経平均株価が反落。20日の終値は前日比157円85銭安となる9381円60銭となった。今月4日以来
約半月ぶりの安値を付けた。中国の利上げ決定で経済成長が鈍化するとの懸念が広がった。  
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◎ 景気・ 経済指標関連  
 ９／２８（日本経済新聞）輸出数量指数 ８月５．４％低下 外需に停滞感 米アジア不振【財
務省】  
財務省が発表した貿易統計を基に内閣府が輸出数量指数（季節調整済み、2005年=100）を試算したところ、
8月の指数は前月比5.4%低い100.0となった。ﾏｲﾅｽは2ヵ月ぶり。景気をけん引してきた米国やｱｼﾞｱ向けが大
きく落ち込んでおり、先行きも不安感がぬぐえない。  
 
 ９／２９（東京新聞）民間給与 年２３万円減 下落額、率とも過去最大 ０９年【国税庁】
民間企業に勤める人が昨年1年間に受け取った平均給与は405万9千円で、前年比23万7千円（5.5%）減った
ことが28日、国税庁の民間給与実態統計調査で分かった。1949年の調査開始以来、下げ幅は額、率ともに
最大。過去最大の下げ幅だった一昨年（7万6千円減、1.7%減）を大幅に上回り、景気低迷やﾃﾞﾌﾚの影響が
顕著となった。  

 
９／３０（日本経済新聞夕刊）鉱工業生産０．３％低下 基調判断下方修正「先行き弱含み」

８月【経済産業省】  
経済産業省が30日発表した8月の鉱工業生産指数（速報値、2005年=100）は94.5となり、前月比0.3%低下し
た。ﾏｲﾅｽは3ヵ月連続。これまでけん引役だった半導体製造装置などの一般機械工業が5ヵ月ぶりに低下し
た。海外経済の減速やｴｺｶｰ補助金の終了で先行きの生産減少が見込まれており、経産省は基調判断を「生
産は持ち直し」から「生産は横ばい傾向で、先行きは弱含み」に下方修正した。  

 
１０／１（日本経済新聞）住宅着工、８月２０．５％増 ３ヵ月連続プラス 政策効果続く【国

土交通省】  
国土交通省が30日発表した8月の新設住宅着工戸数は7万1,972戸となり、前年同月に比べ20.5%増えた。3ヵ
月連続の増加で、伸び率は2008年9月（54.2%）以来の大きさとなった。大幅に落ち込んだ前年の反動に加
え、政府による住宅購入者向けの優遇政策が引き続き寄与した。  

 
１０／１（朝日新聞夕刊）失業率０．１ポイント改善 ５．１％ ８月雇用情勢なお厳しく【総

務省・厚生労働省】  
総務省が1日発表した8月の完全失業率（季節調整値）は5.1%で、前月より0.1ﾎﾟｲﾝﾄ改善した。厚生労働省
が発表した8月の有効求人倍率（同）は、前月より0.01ﾎﾟｲﾝﾄ高い0.54倍で4ヵ月連続の改善となった。失業
率の改善は2ヵ月連続だが、水準は依然として高い。  

 
１０／１（毎日新聞夕刊）８月消費者物価 １８ヵ月連続下落【総務省】  

総務省が1日発表した8月の全国消費者物価指数（05年=100、生鮮食品を除く総合）は、前年同月比1.0%下
落の99.1と、18ヵ月連続のﾏｲﾅｽだった。下落幅は前月より0.1ﾎﾟｲﾝﾄ縮小したが、長期のﾃﾞﾌﾚに歯止めがかか
っていない。  

 
１０／１（日本経済新聞夕刊）消費支出１．７％増 エコカー駆け込み・猛暑で ８月【総務

省】  
総務省が1日発表した8月の家計調査速報によると、2人以上世帯の個人消費支出は物価変動の影響を除いた
実質で前年同月比1.7%増となった。前年を上回るのは3ヵ月連続で、ｴｺｶｰ補助金の終了を控えて自動車の購
入が大幅に増えた。猛暑効果でｴｱｺﾝや飲料なども伸びており、総務省は「個人消費は緩やかながら引き続
き回復している」との見方を示した。  

 
１０／２（産経新聞）９月新車販売 １４ヵ月ぶり減 補助金打ち切り直撃【日本自動車販売

協会連合会】  
日本自動車販売協会連合会が1日発表した9月の国内新車販売台数（軽自動車除く）は30万8,663台で、前年
同月比4.1%減と、21年7月以来14ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽになった。政府のｴｺｶｰ購入補助金が9月7日受理分までで打
ち切られた影響が直撃、新車販売に急ﾌﾞﾚｰｷがかかった。  

 
１０／５（埼玉新聞）現金給与総額 前年と同水準 ８月の全国勤労統計【厚生労働省】  

厚生労働省が4日発表した8月の毎月勤労統計調査（速報、従業員5人以上の事務所）によると、所定外労働
時間は、8.9%増の9.7時間だった。製造業の所定外労働時間は29.0%増の13.8時間で、9ヵ月続けて前年水準
を上回ったが、上昇幅は縮小しつつある。すべての給与を合わせた現金給与総額（1人平均）は、前年同月
と同じ水準の27万4,232円だった。  

 
１０／９（日本経済新聞）倒産件数２年連続減 上期１５％減 円高響き再び増加も【東京商

工リサーチ】  
東京商工ﾘｻｰﾁが8日発表した2010年度上半期（4～9月）の倒産件数は前年同期比15.2%減の6,555件だった。
上半期として2年連続で前年を下回った。中小企業金融円滑化法などの景気対策で救われている企業が多い
もようだ。  

 
１０／１３（朝日新聞夕刊）８月の機械受注１０％増【内閣府】  

内閣府が13日発表した8月の機械受注統計によると、機械ﾒｰｶｰが国内の民間企業から受注した金額（季節調
整値）は、変動が大きい船舶･電力を除くと、前月比10.1%増の8,435億円だった。3ヵ月連続の増加で、「前
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月比ﾏｲﾅｽ」が多かった民間予想を上回った。機械受注は設備投資の先行きを示す指標。「持ち直しの動き
が見られる」から「持ち直している」に上方修正した。  

 
１０／１４（日本経済新聞夕刊）企業物価、９月０．１％低下【日本銀行】  

日銀が14日に発表した9月の国内企業物価指数（2005年=100、速報値）は102.8と前年同月比で0.1%低下し
た。自動車やﾊﾟｿｺﾝなどの販売競争激化に伴う価格引き下げが影響したほか、円高も押し下げ要因になった。

 
１０／１９（埼玉新聞）９月の百貨店売上高 厳しい残暑で５％減【日本百貨店協会】  

日本百貨店協会が18日発表した9月の全国百貨店売上高（店舗数調整後）は、前年同月比5.2%減となり、31
ヵ月連続で前年水準を下回った。全店ﾍﾞｰｽの売上高は約4,463億円だった。9月中旬まで厳しい暑さが続い
たことで、単価の高いｽｰﾂやｺｰﾄなど、秋物衣料の売れ行きが悪かったことが響いた。株価低迷で宝飾品な
ど高額商品の販売も依然として不振だった。  

 
１０／２３（日本経済新聞）スーパー売上高 ２２ヵ月連続減少 ９月０．３％、秋物衣料不

調【日本チェーンストア協会】  
日本ﾁｪｰﾝｽﾄｱ協会が22日発表した9月の全国ｽｰﾊﾟｰ売上高は、前年同月比0.3%減（既存店ﾍﾞｰｽ）の9,809億円
だった。残暑や野菜の相場高で食品は好調だったが、秋物衣料品が不調だったことなどから22ヵ月連続の
前年割れとなった。  

 
１０／２６（日本経済新聞夕刊）輸出、９月１４．４％増アジア向け、伸び鈍化続く【財務省】

財務省が25日発表した9月の貿易統計速報（通関ﾍﾞｰｽ）によると、輸出額は前年同月比14.4%増の5兆8,429
億円と、10ヵ月連続で前年同月比ﾌﾟﾗｽになった。ただ円高や高成長を続けてきたｱｼﾞｱ経済の成長鈍化を背
景に、伸び率は7ヵ月連続で縮小した。  
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◎ 地域動向  

 ９／２９（読売新聞）製造品出荷額 最大の減少率 県統計 前年比２０％兆、８３年の水準
県が 28 日に発表した 2009 年の工業統計調査結果（速報）によると、県内製造業は、事業所と従業員の数、

製造品出荷額、付加価値額が、いずれも過去最大の減少率を記録した。製造品出荷額は 1983 年の水準まで

急落。ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸの傷跡の深さが改めて浮き彫りになった。  
 
 １０／２（埼玉新聞） ８月の求人倍率０．４３倍 埼玉、３ヵ月連続で上昇【埼玉労働局】
埼玉労働局が 1 日発表した 8 月の埼玉県の有効求人倍率（季節調整値）は前月を 0.02 ﾎﾟｲﾝﾄ上回る 0.43 倍

となり、3 ヵ月連続で改善した。中国などｱｼﾞｱを中心とした外需による生産の回復などにより求人数が増

加したことが主因。ただ、求人はﾊﾟｰﾄが主体で、依然として低水準で推移しているほか、求職者数の高止

まりの状況が続いていることから、同局は「持ち直しの動きがみられるものの、依然として厳しい状況に

ある」と判断している。  
 
 １０／２（埼玉新聞） 景況感３期連続で改善 県内中小企業 悪化見通し４割超  
県産業労働政策課が 1 日に発表した県内中小企業の経営動向調査結果（速報）によると、2010 年 7～9 月

期の景況感 DI（好況とみる企業割合から、不況とみる企業割合を引いた数値）はﾏｲﾅｽ 76.7 で、前期（4～6
月期）比 0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、3 期連続の改善となった。  
 
 １０／５（埼玉新聞） ８ヵ月連続で増加 県内７月の所定外労働時間  
県統計課が発表した 2010 年 7 月分の「埼玉県の賃金･労働時間及び雇用の動き」によると、残業や休日出

勤などの所定外労働時間は前年同月比 18.6%増の 10.2 時間となり、8 ヵ月連続で増加した。中でも景気動

向の目安となる製造業は 41.8%増の 12.9 時間と、大幅に増えた。ただ、総実労働時間は 0.3%減の 144.9 時

間で、9 ヵ月ぶりに減少。産業別にみると、全 11 分野中、情報通信や教育･学習支援業を中心に 7 分野が

減少した。同課は「中小企業の経営環境は依然として厳しい状況にある」とみている。  
 
 １０／７（埼玉新聞） 県内倒産１６％減 ２８２件 本年度上半期リーマン前の水準に【東
京商工リサーチ】  
東京商工ﾘｻｰﾁ埼玉支店が 6 日発表した 2010 年度上半期（4～9 月）の県内企業倒産件数（負債総額 1 千万

円以上）は、ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ前の 08 年度上半期と同じ 282 件で、歴代 6 番目に多かった前年同期と比べて 55 件

（16.3%）減少した。政府の資金繰り支援策の効果や製造業の持ち直しが要因。ただ、円高やﾃﾞﾌﾚなど先行

き不透明感は強く、予断を許さない状況は続いている。  
 
 １０／１４（日本経済新聞） 景況判断を上方修正 関東経産局８月 先行き懸念強く【関東
経済産業局】  
関東経済産業局は 13 日、8 月の管内（関東甲信越及び静岡の 11 都県）経済動向を発表した。鉱工業生産

指数は 2 ヵ月連続で上昇したが、円高などで先行き不安が拡大している。「持ち直しの動きに広がりがみ

られる」としていた景況判断を「環境の厳しさが増し、先行き悪化に対する懸念も強まっている」と下方

修正した。  
 
 １０／１５（日本経済新聞） 代位弁済額 ５年ぶり減 埼玉県信用保証協会 ４～９月８．
４％減【埼玉県信用保証協会】  
埼玉県信用保証協会がまとめた 2010 年度上期（4～9 月）の代位弁済額は、前年同期比 8.4%減の 213 億円

だった。5 年ぶりに減少したが、中小企業を中心に返済困難に陥る企業は依然多く、弁済額は高止まりし

ている。円高の進行など経営環境が一段と悪化するなか、先行きの不透明感が強まっている。  
 
 １０／１９（日本経済新聞） 県内の新車登録０．６％増 ９月補助打ち切りで急失速【埼玉
自動車販売店協会】  
埼玉自動車販売店協会がまとめた 9 月の県内新車登録台数は前年同月比 0.6%増の 1 万 7,608 台だった。ｴｺ

ｶｰ補助金が 9 月 7 日に打ち切られた影響で、駆け込み需要が膨らんだ前月（48.4%）から伸び率が大幅に縮

小した。  
 
 １０／１９（日本経済新聞） 消費者物価８月０．９％低下 さいたま市  
埼玉県がまとめた 8 月のさいたま市の消費者物価指数（2005 年平均=100）は、価格変動の大きい生鮮食品

を除く総合指数が 99.0 と前年同月比 0.9%低下した。公立高校授業料の実質無償化で教育費が 8.6%低下し

たことが響いた。下落は 16 ヵ月連続で、ﾃﾞﾌﾚ傾向が続いている。  
 
 １０／２１（日本経済新聞）景況感先行き悪化 製造業、円高が影響【埼玉りそな産業協力財団】
埼玉りそな産業協力財団（利根忠博理事長）は埼玉県内の業種別産業天気図をまとめた。現状（7～9 月）

では景況は確実に回復しているとしながらも、先行き（10～12）は世界的な景気減速懸念や円高の進行を

うけ、製造業を中心に悪化する見通しだ。  
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（３）今月の経済用語豆知識 

 潜在成長率  

景気循環の影響を除いた経済成長率のことで、中長期的に経済がどのくらい伸びていくかを示

す。①企業の設備、②労働力、③技術力やノウハウ、教育水準などの生産性（全要素生産性）と

いう３つの要素から計算する。内閣府は最新のデータを基に現在の潜在成長率を戦後最悪とみら

れる０．５％（前期比年率換算）と試算している。 

 

（４）今月のトピック 

 埼玉県信用保証協会の保証状況  
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出所：埼玉県信用保証協会

保証承諾金額の推移 H21年 H22年
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出所：埼玉県信用保証協会

保証債務残高金額の推移 H21年 H22年
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出所：埼玉県信用保証協会

代位弁済金額の推移 H21年 H22年
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● 平成２２年１～８月の保証承  

 諾金額の累計は157,664百万円と  

 前年同期比30.1%の減少となって

 いる。  

保証承諾金額  

保証債務残高金額  

● 平成２２年８月の保証債務残  

 高金額は1,482,414百万円と前年  

 同期比1.2%の減少となっている。

代位弁済金額  

● 平成２２年１～８月の代位弁  

 済金額の累計は17,930百万円  

 と前年同期比8.1%の増加となっ  

 ている。  


